(別添様式１)
平成23年度９月補正予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名:被災者生活再建支援制度拠出金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　知事直轄　危機管理部門　危機管理課　危機管理担当　電話番号：058-272-1111（内2415）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11117@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　補正要求額：1,372,581千円
（現計予算額：0千円　　　補正後予算額：1,372,581千円）

	要求内容


	１　要求の内容


　被災者生活再建支援法（平成１０年５月制定）とは、自然災害により居住する住宅が全壊するなど生活基盤に著しい被害を受けた世帯に最大３００万円の被災者生活再建支援金を支給し、生活の再建を支援するもので、支援金は、各都道府県が拠出する基金と国からの補助金をもって充てる。

東日本大震災による被災世帯へ本支援金を支給するにあたり、支援金に係る地方負担について、これまでに各都道府県が積み立てた基金では不足することとなる。

このため、各都道府県が基金への追加拠出を行い、本県も相応（※）の追加拠出を行う。

また、今後の通常災害に備え、基金残高を東日本大震災発生前の基準に積み戻すための追加拠出も行うが、本県も相応（※）の追加拠出を行う。
（※）各都道府県の拠出額の算定ルール

→　全都道府県の拠出額に対し、世帯割８、均等割２により算定
（１）東日本大震災に係る基金への拠出
　　　 今回の各都道府県の追加拠出の総額は、３４２億円
　　　　【世帯割】＝３４２億円（地方追加拠出額）×０．８×岐阜県世帯数／全国世帯数＝３８７，９０３千円
　　　　【均等割】＝３４２億円（地方追加拠出額）×０．２÷４７（都道府県数）＝１４５，５３２千円
　　　　【合  計】＝３８７，９０３千円（世帯割）＋１４５，５３２（均等割）＝５３３，４３５千円
　　　
（２）通常災害に備えるための基金への拠出
　　　　東日本大震災発生前の基金残高は５３８億円
【世帯割】＝５３８億円×０．８×岐阜県世帯数／全国世帯数＝６１０，２０９千円
    　　【均等割】＝５３８億円×０．２÷４７（都道府県数）＝２２８，９３７千円
　　　　【合  計】＝６１０，２０９千円（世帯割）＋２２８，９３７（均等割）＝８３９，１４６千円
　　
	２　所要経費


（１）東日本大震災に係る基金への拠出　　　 533,435千円（100％特別交付税措置）
（２）通常災害に備えるための基金への拠出　 839,146千円（95％特別交付税措置）　　　　　　　　　　　　　　　　
計    1,372,581千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


（なし）
	２　これまでの取組状況


＜これまでの岐阜県の基金への拠出状況＞
　平成１１年度　４７８，８０３千円（全都道府県　３００億円）
　平成１６年度　４７４，５９３千円（全都道府県　３００億円）

　　計　９５３，３９６千円（全都道府県　６００億円）

※拠出額は、今回の拠出同様、全都道府県の拠出額に対し、世帯割８、均等割２により算定

＜国と地方の負担割合＞

　支援金に係る国と地方の負担割合は、通常、国１／２、地方１／２であるが、法律改正（※）により、東日本大震災に限り、国８／１０、地方２／１０となった。
（※）「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」の改正
（平成２３年７月２９日施行）
	３　これまでの取組に対する評価


＜岐阜県への制度適用実績＞
　制度創設以降、１０世帯へ８，２６１千円を支給

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	現計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正

要求額
	1,372,581
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	41,900
	1,330,681

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


Ｈ１２ 　恵南豪雨災害（上矢作町で適用　９世帯へ７，２６１千円支給）


Ｈ１４　台風第６号豪雨（大垣市で適用　支給実績なし）


Ｈ１６　台風第２３号豪雨（高山市で適用　支給実績なし）


Ｈ２２　７．１５豪雨災害（八百津町で適用　１世帯へ１，０００千円支給）


  　　　※Ｈ２２は基礎支援金（１，０００千円）のみ支給したが、今後、加算支援金（最大２，０００千円）


も支給予定








